
第５回鶴岡市中小企業振興会議 

 

日時 令和８年８月２４日（月）１０：００～  

                場所 鶴岡市役所４階 ４０１会議室 
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                                     資料１ 

鶴岡市中小企業振興会議 委員名簿 

順不同・敬称略 

 委 員 

氏 名 団体・組織名 役 職 備 考 

青木 孝弘 東北公益文科大学 教授 学識経験者、会長 

玉津 弘之 山形県中小企業家同友会 理事 企業代表 

鈴木 俊将 鶴岡青年会議所 特別顧問 企業代表 

（若手経営者） 

大橋 由明 フェルメクテス㈱ 代表取締役 企業代表 

（ベンチャー） 

髙橋 健彦 鶴岡商工会議所 専務理事 支援機関 

池田 ゆり子 出羽商工会 事務局長 支援機関 

村上 良一 庄内地域産業振興センター 常務理事 支援機関 

屋代 高志 連合山形 

鶴岡田川地域協議会 

事務局長 

（地域対策部長） 

労働団体 

佐藤 琢磨 鶴岡市金融協会 ㈱荘内銀行 

鶴岡営業部長 

金融機関 

板垣 辰宣 鶴岡公共職業安定所 所長 行政機関 

 

 オブザーバー  
永沢 康弘 産業経済部長 山形県庄内総合支庁 

 

 事務局 

三浦 一夫 商工観光部長 鶴岡市 

坂口 礼奈 商工課長 鶴岡市 

松田 耕 商工課主幹 鶴岡市 

池田 勝人 商工課主幹 鶴岡市 

丸山 大輔 課長補佐 鶴岡市 

佐藤 文博 主査 鶴岡市 

五十嵐 展 商工専門員 鶴岡市 

難波 圭 主事 鶴岡市 

工藤 大河 主事 鶴岡市 

 



№ 計画案 意見概要 市の見解・計画への反映

1

P.19

【重点分野】

ア.人材確保・育成

②人材の育成

・外国人材受入企業・人材数の増加を実感している

・人材不足・人材確保が課題であり、「デジタル化を推進で

きる人材がいない」という課題の記載もあるが、デジタル人

材育成事業・ＤＸの推進を進めることで、人がいなくても回

せていけるということにつながるのでは

・DX推進による「人がいなくても事業が推進できる＝省力化

になる」という視点は重要。「がんばる中小企業応援補助金」

のIT活用事例も多い

・DX人材の育成について企業ニーズに応えられるように取組

を進めたい

→主な施策・取組に「DX推進による生産性向上と人材不足へ

の対応」を追記

→主な事業に「セミナー等によるDX導入事例・業務改善事例

の共有」を追記

2

P.19

【重点分野】

ア.人材確保・育成

②人材の育成

・ＩＴ人材はどの程度のレベル感の方を考えているのか。Ｉ

Ｔ人材については、東京にいながらも外部人材・副業人材を

利用する形もあると考える

・地元のIT人材の活用、外部人材・副業人材の活用、人材との

マッチング機会の創出など幅広い領域が考えられる

・ＤＸ推進協議会では「社内に業者とやり取りできる人員を育

てたい」という課題感があり、セミナーも実施している（丸山

委員）

→主な施策・取組に「企業の課題感に応じた多様なIT人材の確

保」を追記

→主な事業に「IT人材の育成及び外部IT人材・副業人材の活用

促進」を追記

3

P.21

【重点分野】

イ.誰もが働きやす

い環境づくり

・外国人材の活用が増えていくことと思う。受け入れた後の

フォロー、採用後のコミュニケーションの取り方や生活の困

り事の解決のための窓口を充実させることも今後より必要に

なってくる

・外国人材受入についての意見交換会を継続し、窓口機能・支

援策の充実を図ってまいりたい

→主な施策・取組に「相談機能の強化・地域との交流・相互理

解促進による受入環境の整備」を追記

→主な事業に「監理団体・支援機関等との意見交換会等による

実態把握と施策検討」を追記

4

P.21

【重点分野】

イ.誰もが働きやす

い環境づくり

・Ｂ型の施設まで把握し、潜在的労働力として企業とマッチ

ングさせていくことが、人手不足の解決策として取り組む意

義があるのではないか

・Ｂ型施設を含む潜在的な障害者雇用は非常に重要な観点

→主な施策・取組に「障害者や高齢者、育児・介護などの個々

の事情に応じた就労支援」を追記

→主な事業に「企業・福祉施設・支援機関との情報共有・連携

体制の構築」を追記

5

P.21

【重点分野】

イ.誰もが働きやす

い環境づくり

・６０代以上における雇用保険被保険者に関するところにつ

いて、雇用保険に加入しなくてよい時間で就労している方や

家庭の事情で短時間就労しかできない方もいると思われるた

め、被保険者割合を上げるという目標が適切かは疑問

・雇用保険法（R6改正、R10年10月施行)により、雇用保険の

対象勤務時間が週２０時間以上から週１０時間以上に改正され

る。

・すべては網羅できないが、今よりも労働時間の少ない方の把

握も可能になってくると思われる（卯野委員）

→主な施策・取組に「障害者や高齢者、育児・介護などの個々

の事情に応じた就労支援」を追記（再掲）

6

P.21

【重点分野】

イ.誰もが働きやす

い環境づくり

・「フリーランスと企業のネットワーク化」は、具体的なイ

メージがあるか

・ワークショップの結果として記載。具体的な手法は、他地域

の事例等を参考に本市での取り入れ方を検討したい

→主な施策・取組に「フリーランスと企業のネットワーク化」

を追記

→主な事業に「フリーランスと企業間の交流機会の創出・ネッ

トワーク化手法の検討」を追記

7

P.22

【重点分野】

ウ.経営環境・基盤

の安定化

・事業継続力強化支援計画において災害にどう向き合ってい

くか計画を立てていただいているため、そういった面も盛り

込んでいただくのはいかがか

・現状、ＢＣＰ策定の推進はできていないが重要な視点。

→施策の方向に「自然災害への対応力強化を支援する」旨を追

記

→主な事業に「事業継続力強化支援計画の策定支援」を追記

8

P.22

【重点分野】

ウ.経営環境・基盤

の安定化

・中小企業に比べて、小規模事業主が取り残されていると感

じる。より細かい括りで分かりやすい施策を目指してほし

い。

9

P.22

【重点分野】

ウ.経営環境・基盤

の安定化

・一方で中堅企業への支援も薄いというのもよく言われてい

るところ。そちらも併せて検討いただきたい。

第4回会議の振り返り（ご意見及び対応状況）

・ご意見を踏まえ、小規模事業者に対して経営課題調査を実施

・小規模事業者・中堅企業など事業規模や各課題に応じた支援

が重要

→主な施策・取組に「中堅企業や小規模事業者など事業規模や

各課題に応じた施策の検討」と追記

→主な事業に「経営課題調査による経営課題の把握」

と「がんばる中小企業応援セミナーなどによる施策の活用促

進」を追記

資料２



10

P.23

【重点分野】

ウ.経営環境・基盤

の安定化

・廃業などにより外国人や専門的な知識を持った方が放出さ

れる場合、そういった形で放出された若い職人が鶴岡から離

れないような手段を考える、といったところも必要では

・廃業に伴う人材・技能の流出防止は重要

→主な施策・取組に「廃業した企業人材の地域内での活躍支

援」を追記

→主な事業に「廃業した企業人材のマッチング支援」を追記

11

P.23

【重点分野】

ウ.経営環境・基盤

の安定化 (KPI)

・第３期の経営支援発達計画を令和８年からの５か年計画と

して作成している途中であるが、その目標値としての分析件

数は６０件としているところ、目標値の１６０件というのは

高すぎる

・また、経営発達支援計画が小規模事業者に特化した計画で

あることにも留意する必要がある

・商工会議所・商工会において、現場での経営指導活動につい

て実績値を取れるものがあればＫＰＩとして盛り込み、一緒に

この計画を推進していく体系が取れればという趣旨であるた

め、目標値として掲げても差し支えないものを是非ご教示いた

だきたい。

12

P.23

【重点分野】

ウ.経営環境・基盤

の安定化(KPI)

・ＫＰＩの中では「後継者が決まっている」、「事業承継が

できている」と、書きぶりが異なる点について確認したい

→「後継者が決まっている」が正しい表記のため修正

13

P.24

【重点分野】

エ.地域産業・経済

の活性化

・一人暮らしの高齢者も多く、孤立をどう防いでいくかとい

う視点で、様々なサービスを誰とどう作っていくかに難しさ

を感じている。一社ではなかなかできないので、同じ想いを

もつ方々が連携をとれるような仕組みが重要

・防災、高齢者にとって安心できる温泉、観光施設などのイ

ンフラ整備など、さまざまな分野でつながりが重要

・一例として「就労支援サポーター」、「ワークサポートルー

ム」を記載

・ＫＰＩとして記載するのが難しい種類の施策ではあるが、つ

ながりを重視する視点での取組は今後も拡張していきたい

→主な施策・取組に「地域コミュニティ・文化・福祉・教育等

との連携による新ビジネスモデルの創出」を追記

14

P.25

【重点分野】

エ.地域産業・経済

の活性化

・観光、食文化や温泉地域など特色を伸ばしていくことに力

を入れるべき。「讃岐うどん」の事例などを参考に、地域の

特色があり関わる人が多い食産業などについて、より具体的

な方向性を定めて取り組む機会があるとよい

15

P.25

【重点分野】

エ.地域産業・経済

の活性化

・「分野や組織などを越えて連携し」という点が重要

・取組の中で企業と支援機関をどう組み合わせ、どのように

連携し、どう動かして自律的な事業につなげていくか、とい

うイメージがあるとよい

・一つの事例・モデルを作り２、３年実施し、それを踏まえ

他のテーマにも展開していけると良い

16

P.26

【関係団体の役

割】

・関係団体の一覧の括りにプラスして、例えば「食産業」

「観光」「出羽三山」などの分野・切り口ごとに各プレイ

ヤーを記載して、そこからアイデアが出るような枠組みとし

てはどうか。

・計画全体の推進体制を記載しており、具体的なプロジェクト

単位のものについては紐付けされた別の体系図が必要

→計画の推進体制に「中小企業振興会議の役割」を追記

→エ.主な事業に「プレイヤー間の連携促進のための定期的な

情報共有・協議の場の設置」を追加（再掲）

17

全体

及びP.26

４．計画の推進に

ついて

（１）計画の推進

体制

・段階分けして段階ごとに有効な施策を考えたうえで、本会

議がハブの役割を担って各所・プレーヤーにつなげていくこ

とができる形が良いかと思うが、多少コストをかけてでも細

分化していくような余地はあるか

・企業の課題別・目的別に施策を探せるように、支援策一覧を

作成する

→計画の推進体制に「中小企業振興会議の役割」を追記(再

掲）

18 全体
・中小企業振興計画の策定で終わるのか、条例まで策定する

か、今の時点ではどういう考えか。

・条例に関しても、委員の皆様から計画策定後にご意見を頂戴

したうえで決定したい

・ご指摘のような具体的かつ親しみやすいプロジェクトがある

と地域全体の盛り上がりに繋がる。

・本会議の場でも、いろいろなテーマを出していただき、具体

的な取組みに繋げたい

→主な施策・取組に「観光・食・文化と連動した地域産業づく

り・商品開発やブランド化」

「企業・生産者・飲食店・観光施設の連携による地域循環型経

済の構築」を追記

→主な事業に「プレイヤー間の連携促進のための定期的な情報

共有・協議の場の設置」を追加



資料３ 振興会議及び振興計画（案） 

1 

 

 

鶴岡市中小企業振興計画 

人と企業が共に育ち、共に価値を生み出し、地域全体の持続的な成長を目指す 

地域の豊かな魅力を結集した、活力あふれる鶴岡 

 

 

計画期間：令和８（2026）年度～令和 12（２０３０）年度 

 

  



資料３ 振興会議及び振興計画（案） 

2 

 

 

ご挨拶 

 

本市の中小企業は、企業の大多数を占めており、先人から受け継がれてきた技術や技能、優

れた研究教育基盤や自然環境、歴史・文化など豊かで多様な地域資源を生かして、地域産業

の根幹として経済と雇用を支え、地域経済の発展において重要な役割を担っております。 

 

 一方、人口減少や少子高齢化、労働人口の減少、自然災害といった、企業だけでは解決が困

難な新たな課題に直面しており、このような状況下では、中小企業のみならず関係機関や市民

を含めた地域の力を結集し、組織や団体等の垣根を越え一丸となって課題を解決し、経営基

盤の強化と事業の持続的な成長・発展を図ることが必要です。 

 

 そのため、中小企業が最大限力を発揮し、地域経済の健全な発展と市民生活の向上に向け

て、地域一体で取り組むことを目的として、中小企業の振興についての理念や役割を明示し、

中小企業振興施策を総合的・計画的に推進するため、本計画を制定します。 

 

 結びに、本計画の策定にあたり、ご審議いただきました青木委員長をはじめとする中小企業

振興会議の委員の皆様、さらにワークショップなどを通じて貴重なご意見・ご提言いただきまし

たすべての皆様に心から御礼申し上げます。 

 

令和８年１２月 鶴岡市長  佐藤 聡 

 

 

 



資料３ 振興会議及び振興計画（案） 

3 

 

鶴岡市中小企業振興計画  目次 

第 1章  鶴岡市中小企業振興計画 

１．計画策定にあたって 

（１）  計画策定の目的 

（２）  本計画の位置づけ 

（３）  計画の策定プロセスと進捗管理・効果検証 

（４）  計画の期間と見直しの時期 

 

２．本市の現状及び課題の概要 

（１）  本市の特徴 

（２）  本市企業の経営課題の概況 

（３）  鶴岡市中小企業振興会議での主な内容 

（４）  鶴岡市の中小企業の課題 

 

３．施策の方向性（課題に対応し、強みを生かした成長の方向性） 

（１）  基本理念と将来像 

（２）  課題に対応した重点分野 

（３）  主な施策・取組 

 

４．計画の推進について 

（１）  計画の推進体制 

（２）  関係団体の役割 

（３）  PDCAサイクルによる計画の進捗管理と効果検証 

 



資料３ 振興会議及び振興計画（案） 

4 

 

第 2章  鶴岡市の中小企業を取り巻く現状 

１．本市の経済・産業構造 

（１）  市内企業・産業の構成 

（２）  主要産業の状況 

 

２．本市の経済・産業に関わる動向 

（１）  人口の推移と就業人口の見通し 

（２）  雇用・人材関連の動向 

（３）  経済・産業関連の動向 

 

３．市内企業の経営課題（R8 鶴岡市経営課題調査） 

 

＜＜ 参考資料 ＞＞ 

鶴岡市中小企業振興会議 委員名簿 

 

 

  



資料３ 振興会議及び振興計画（案） 

5 

 

第 1章 鶴岡市中小企業振興計画 

１．計画策定にあたって 

（１）  計画策定の目的 

本計画は、「第２次鶴岡市総合計画 後期基本計画」の基本方針に基づき、本市の中小企

業の自主的な努力及び創意工夫を尊重し、市や中小企業支援団体、金融機関、大企業、大規

模小売店舗、学校及び大学、市民が一体となって、中小企業振興のための施策を総合的かつ

計画的に推進するため策定します。 

（２）  本計画の位置づけ 

本計画は、「第２次鶴岡市総合計画 後期基本計画」及び本市の地方版総合戦略である

「鶴岡市デジタル田園都市構想総合戦略」に基づき、関連施策との整合性を保ちながら取組

を進めます。 

また、この計画での中小企業の振興に関する施策の範囲は、商工業を中心とした市内の中

小企業や中小企業関連団体を直接の対象とした取組であり、中小企業の振興に関連する観

光振興や農林業振興等については「鶴岡市中期観光戦略プラン」や「鶴岡市中心市街地将

来ビジョン」、「鶴岡市中心市街地活性化基本計画」、「鶴岡市農業・農村振興計画（つるおか

アグリプラン）」など、既存の各種計画との関連性を保ちながら推進していきます。 

 

（３）  計画の策定プロセスと進捗管理・効果検証 

本計画の策定にあたっては、中小企業をはじめとする関係者の意見を広く聴く機会として、

「鶴岡市中小企業振興会議」を設置し、委員の意見やワークショップでの意見を計画や市の

施策に反映します。 

本計画の進捗管理及び効果の検証は、毎年度実施している「鶴岡市経営課題調査」や市

内事業所への訪問等により実態を把握するとともに、「鶴岡市中小企業振興会議」において、

進捗状況の報告や客観的な検証を行い、必要な見直しを図ります。 
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（４）  計画の期間と見直し時期 

  本計画の期間は、令和８（２０２６）年度から令和１２（２０３０）年度までの５年間とします。以

降、「第２次鶴岡市総合計画 後期基本計画」との整合を図り、見直しと目標値の設定を行い

ます。 

ただし、計画の趣旨を考慮して、経済状況等の急速な変化や計画の進捗状況、国や県の動

向を見据えながら、必要に応じて計画の見直しを行います。 

現在、原油価格や物価高騰等による中小企業者への影響に対応し、市独自の支援策や、国

や県の関連施策の周知普及に取り組んでいます。今後も、市内経済への影響等を把握しつ

つ、「鶴岡市中小企業振興会議」にて報告しながら、特に必要な中小企業振興施策並びに計

画の見直しを議論していきます 
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２．本市の現状及び課題の概要 

（１） 本市の特徴 

本市の従業者３００人未満の事業所は事業所数では全体の９９．２％、従業者数では９１．

４％を占めており、市内に立地する事業所のほとんどが中小企業となっています。さらに、本市・

山形県ともに、全国と比較して従業員９人以下の小規模事業所の比率が高くなっています。 

（鶴岡市７８．４％、山形県７８．４％、全国７４．９％） 

工業分野では、電子デバイスを中心とする製造業が集積するとともに、県内の製造品出荷

額においても高いシェアを占めるなど基幹産業となっています。それに加えて、豊かな農林水産

資源を生かした食料品製造業や、本市近代産業の礎となった繊維工業についても、事業所

数・従業者数ともに高い比率を占めており、本市の産業を支えています。 

学術分野では、山形大学農学部をはじめ、鶴岡工業高等専門学校、慶應義塾大学先端生

命科学研究所、東北公益文科大学大学院の高等教育研究機関が立地しています。慶應義塾

大学先端生命科学研究所・研究棟の隣接地には、生命科学研究やその産業化を支援するた

めのレンタル・ラボである鶴岡市先端研究産業支援センターを設置し、高度な研究機能や関

連産業を集積する「鶴岡サイエンスパーク」として、慶應義塾大学や山形県とともに、「バイオク

ラスター」の形成に取り組んでおり、その開発・研究成果をもとにしたベンチャー企業が誕生し

ているなど、多様な産業の集積が進んでいます。 

また、本市は豊かな自然環境に恵まれており、農林水産業や酒造業などの伝統産業が発展

してきました。長い年月をかけて紡がれた行事食・伝統食を含む地域固有の食文化を活用し

たまちづくりの取組が評価され、平成２６年に国内では初となる「ユネスコ創造都市ネットワー

ク・食文化分野」に加盟しています。その他にも、城下町の風情や街並みが残る歴史文化、黒

川能などの伝統芸能、全国最多の３つの日本遺産、４つの国民保養温泉地、国内クラゲ展示

のパイオニアであり展示種類数世界一である加茂水族館など、多くの観光資源を有していま

す。 

これら本市の魅力ある文化や伝統を保存・継承していくとともに、地域資源を生かし、インバウ

ンドも含めた交流人口や関係人口の拡大に向けて取り組んでいきます。 
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そして、人口減少や高齢化の進行に伴い、地域経済を支える人手不足が深刻化している

中、本市でも地域社会の重要な構成員として、国籍等に関わらずあらゆる人が暮らしやすく、

働きやすい社会をつくっていく必要があります。また、東北一広い市域面積と点在する集落を抱

えた本市では、デジタル技術の活用により時間と場所の制約を軽減するとともに、省力化の取

組等により、今後様々な分野での効率化が期待されます。同時に、デジタルを含めた産業人材

の育成・確保が求められています。 
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（２）本市企業の経営課題の概況 

鶴岡市では毎年度市内企業を対象に従業員数や企業の景況感、経営課題、人材に係る取

組等について調査を実施しています。令和 8年度の本市企業の経営課題の概況を以下の通

り記載します（詳細は、第 2章に記載します）。 

〇  経営課題について 

・  ５年前と比較して売上が増加し、直近の決算状況が黒字となっている事業者が増えてい

る。経費の増加に売上増が追いつき、経営状況が回復している事業所が増えていると考え

られる一方、赤字化した事業者も微増している。 

・ 現在の経営上の課題は「従業員の確保」及び「仕入コストの増加」が、令和７年度と同様に

回答割合の上位を占めたほか、「原油・電力価格高騰」及び「仕入先確保、原材料確保」が

増加した。 事業承継にあたっての課題は、「後継者教育」、次いで「取引先との関係維持」

を重視する傾向が見られる。 

・ 価格転嫁の状況は、受注側の立場から見たコスト上昇分に対する価格転嫁の達成割合に

ついて、約６割の事業者が「4～6割程度」以上の価格転嫁を実施していた。また、価格協議

の状況への回答者のうち、約７７％（R7：74％）の事業者が価格協議を行っている。 

・  賃上げについて、賃上げを実施または実施予定が６９％（R7:72％）に達しており、未定や

見送る予定を大きく上回っている。 

〇  採用人材について 

・  令和 8年 4月の新卒採用者数が採用予定数に達したのは、回答した 56社のうち 22社

に留まった。また、17社は採用予定があったものの採用が 0人であった。 

・  人材確保策として、半数以上の企業が取り組んでいることは、「中途採用の実施・増員」及

び「賃上げ・賞与引き上げ」  である。 

・  人材育成の取組では「OJT（現場での指導）」、「社内研修」が回答企業の半数以上を占

めており、企業内における育成活動が高い割合である。 

・  人材育成を進める上での課題は、「人材育成に時間をかける余裕がない」を回答企業の

過半数が選んでおり、「自らの能力を高めていくモチベーション（意欲）を有する従業員が

少ない」が 36％で続いた。 
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・ 外国人材を「既に受け入れている」又は「受け入れを予定している」のは全体のおよそ３分

の１となっている。 
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（３）鶴岡市中小企業振興会議での主な内容 

本計画は、中小企業をはじめとする関係者の意見を広く聴く機会として、「鶴岡市中小企業

振興会議」を設置し、委員の意見やワークショップでの意見を反映して策定しています。 

会議で出された意見は分野ごとに整理し、次項の「鶴岡市の中小企業の課題」として整理

します。 

第 1回会議（令和 6年 8月 26日開催） 

中小企業を取り巻く課題や対策案について自由討議を行いました 

【主な内容】 

・人手不足対応についての意見が多かった（特に若者定着・多様な労働力の活用・多様な働

き方の推進） 

・経営継続と競争力強化についても課題として挙げられた（事業承継や融資対応も含めて、

DX導入や物価・エネルギー対策など） 

・地域循環型産業の取組や観光分野との連携や、外国人材受入と生活環境整備、地域コミュ

ニティ・文化・福祉との連携など、多種多様な課題や対策案について発言があった 

 

第 2回会議（令和 7年 2月 14日開催） 

第 1回会議で特に意見が多かった「地域の労働力不足、多様な働き方の推進」などをテーマ

に意見交換を行いました。 

【主な内容】 

・マルチワーク推進（多様な働き方の推進） 

・優良企業の支援・PR（特に女性・若者活躍が魅力を感じる企業） 

・DX活用・人材育成（企業内・専門人材） 

・共生（誰もが暮らしやすく働きやすい環境づくり・地域連携と支援人材） 

・次回は先行的な取組の講演やグループワークで意見交換してはどうか 
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第 3回会議（令和 7年 9月 25日開催） 

 「多様な働き方時代のフリーランスと企業の出会い方」についての講演及びワークショップ 

【主な内容】 

・「オンライン含む多様で柔軟な働き方・求人条件」や「遠隔勤務のための情報共有システ

ム」、「仕組み・つながりの必要性」について講演いただいた 

・WSでは「柔軟な働き方 × 良好な人間関係 × 地域とのつながり × 公平な評価と制度支

援」を重視する発言が多かった 

・個人・企業など立場を越えて、意見を共有する場の重要さを再確認した 

 

第 4回会議（令和 8年 2月１０日） 

 第 3回までの会議・WSを踏まえて作成した本計画の概要版をお示しし、内容・構成につい

て意見交換を行いました。 

 

第 5回会議（令和 8年 8月 24日） 

第 4回までの会議・WSを踏まえて作成した本計画をお示しし、内容・構成について意見交

換を行いました。 
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（４）鶴岡市の中小企業の課題 

  本市の中小企業を取り巻く現状（第 2章）や経営課題調査の結果、中小企業振興会議で

の意見を反映し、それぞれ下記のとおり分野別に課題を記載します。課題に沿って、次項の「施

策の方向性」を設定します。 

分野 現状・経営課題調査に 

基づく課題 

中小企業振興会議での 

意見などに基づく課題 

人材の不足・流出 ・従業員の確保・人手不足

が継続。新規採用難 

・若者・女性の域外流出。地

元定着率が低い 

・デジタル人材の不足。推進

できる人材の不足 

・人材育成が社内中心。人

材育成にかける労力がない 

 

・若者の地元就職率低い。特

に女性の県外流出が深刻 

・高校・大学・企業・行政の

連携による職業体験・キャリ

ア 教育の必要性 

・IT・デジタル人材が不足し

ており、マッチング支援が必

要 

 

多様な働き方への対応 ・高齢化が進み、就業人口

が減っている状況であり、

潜在的な労働力の活用、

多様な人材が働きやすい

職場環境がより一層必要 

・「業務量見直し・機械導入

による省力化」は検討中

だが実施に至っていない

企業が多い 

 

・賃金だけでなくワーク・ライ

フ・バランス重視の働き方志

向が高まっている 

・外国人材受入・生活環境

整備など共生社会への対応

の必要性 

・オンライン含む多様で柔軟

な働き方・求人条件が必要 

・遠隔勤務のための情報共

有システムの必要性 

・公的な制度（育児・介護）

や地域でのつながりの必要

性 
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分野 現状・経営課題調査に 

基づく課題 

中小企業振興会議での 

意見などに基づく課題 

直面する複合的な経営環境 

 

・物価・エネルギーコストの

増加 

・賃上・価格転嫁への対応の

必要性 

・経営者の高齢化と後継者

不足 

 

・材料費・エネルギー費高騰

による経営圧迫 

・価格転嫁が難しい業種（介

護、製造）も多い 

・ゼロゼロ融資返済の本格

化、資金繰りが課題 

・廃業支援、M&A、事業承継

の重要性 

・小規模事業者への支援が

届きにくい 

 

地域産業との連携 

 

・バイオ・食・農・観光など地

域資源の活用不足 

・域内での産業分野横断的

なプロジェクトや連携不足 

・地域循環型産業・脱炭素

対応などへの対応遅れ 

 

・観光と産業振興の連動 

（地域循環型経済） 

・林業・バイオマスなど地域

資源を活かす新産業の必要

性 

・地域コミュニティ・文化・福

祉との連携も必要 

 

 

 

・ 
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３．施策の方向性（課題に対応し、強みを生かした成長の方向性） 

（１）基本理念と将来像 

 前項で記載した課題に対応し、本市の強みを生かした成長の方向性を共有するため、以下

のとおり基本理念と将来像を設定します。 

基本理念： 人と企業が共に育ち、共に価値を生み出し、地域全体の持続的な成長を目指す 

将来像  ： 地域の豊かな魅力を結集した、活力あふれる鶴岡 

実現する３つの姿 ： 

① 共に成長する経済 

地域の人と企業が共に成長し、持続的な経済活動を通じて社会全体の発展を促進していく 

② 資源と技術の融合 

食文化、観光資源、温泉などの魅力ある地域資源と、バイオ・製造業などの技術力・競争力の

ある産業が、分野や組織などを越えて連携し、新しいビジネスを創出する 

③ 地域全体での活力と価値の創造 

企業、行政、市民が連携し、地域課題に対応し、共に価値を生み出しながら、新たな活力にあ

ふれ、次世代に繋がる豊かな社会を築く 

  



資料３ 振興会議及び振興計画（案） 

16 

 

（２）課題に対応した重点分野 

「人と企業が共に育ち、共に価値を生み出し、地域全体の持続的な成長を目指す」という基

本理念を実現するため、本計画では課題に対応する４つの重点分野を定めます。 

【重点分野】 

ア．人材確保・育成 

イ．誰もが働きやすい環境づくり 

ウ．経営環境・基盤の安定化 

エ．地域産業・経済の活性化 

【重点分野ごとの対応方針】 

 「人材の不足・流出」という課題に対しては、【重点分野ア. 人材確保・育成】において、若者

や女性に「働く場所」として選ばれる地域を目指し、地域企業への理解促進と職業観の醸成に

取り組みます。特にデジタル人材の不足に対しては、IT人材の育成とマッチング支援を重点的

に実施します。 

「多様な働き方への対応」という課題に対しては、【重点分野イ. 誰もが働きやすい環境づくり】

において、ワーク・ライフ・バランスの啓発・普及を図るとともに、外国人材の受入支援や多様な

労働形態の推進を通じて、誰もが活躍できる職場環境の整備を促進します。 

 「直面する複合的な経営環境」という課題に対しては、【重点分野ウ. 経営環境・基盤の安定

化】において、物価・エネルギーコストの増加や賃上・価格転嫁への対応を支援するとともに、

後継者不足や事業承継に対する取組を支援します。 

 「地域産業との連携」という課題に対しては、【重点分野エ. 地域産業・経済の活性化】にお

いて、鶴岡ならではの地域資源（バイオ・食・農・観光など）を生かした産業振興に取り組み、分

野横断的な連携を促進し、地域循環型産業の推進を図ります。 
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（３）主な施策・取組 

 重点分野ごとに施策の方向と主な施策・取組、施策の成果指標（KPI）を定めます。 

 

【重点分野】   ア．人材確保・育成  

【課題への対応】 

本市では、「従業員の確保」を経営課題に挙げる企業が 54.1％（2026年度）に上り、人

材不足が深刻な課題となっています。特に若者・女性の域外流出が進み、新規高等学校卒業

者の市内就職率は 41.3％（2026年 3月卒）に留まっています。さらに、デジタル化の推進に

必要な IT人材が不足しており、32.3％の企業が「デジタル化を推進できる人材がいない」と

回答しています。 

これらの課題に対応するため、本重点分野では、若者や女性に「働く場所」として選ばれる

地域を目指し、地域企業への理解促進と職業観の醸成に取り組みます。同時に、産業の基盤

となる人材の能力や知識を高める取組を支援し、特に IT人材の育成とマッチングに注力しま

す。 

【施策の方向】   

  ① 若者地元定着・回帰促進 

・  若者や女性に「働く場所」として選ばれる地域を目指し、地域企業への理解を促進します 

・  産学官で連携し職業観や就業意識を醸成します 

②  人材の育成 

・  産業の基盤となる人材の能力や知識を高める取組を支援し、生産性や品質向上をめざす   

   人材の育成を促進します 

・  特に IT人材の育成とマッチングに取り組みます 
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【主な施策・取組】 

 ① 若者地元定着・回帰促進 

主な施策・取組 主な事業 

進学などで本市を離れた学生が活躍できる

よう奨学金返済を支援 

〇つるおかエール奨学金返済支援 

県外進学者や UI ターン求職者が就職する

契機となるよう、地元企業・就職に関する情

報発信 

〇つるおか仕事ナビ 

〇若者つながり促進事業 

 （つながるミ LINE＆ミラ Insta） 

〇鶴岡高専Ｕターンサイト 

オンラインの企業の採用活動を支援 

市内在住の大学生等が市内企業へ就職活

動を行う際の交通費等を支援 

〇オンライン採用活動支援事業補助金 

〇UI ターン就職活動交通費支援事業 

補助金 

高校生や大学生等を対象としたインターン 

シップや交流イベントの実施 

〇高校生対象の就職イベント 

〇大学生と若手社員との交流会 

〇滞在型長期インターンシップ 

キャリア教育の充実により成長段階に応じて

職業観や就労観を醸成 

保護者向け企業紹介や就業情報の提供に

よる理解の促進 

〇WAKUWAKUワーク（中学生対象） 

〇就職ガイダンス・しごとセミナー 

 （高校生対象） 

〇オープンファクトリー実施 

〇大産業まつり 

  

② 人材の育成 

主な施策・取組 主な事業 

専門技術習得のための研修や経営マネジメ

ント能力向上に資する講座などの実施 

 （庄内地域産業振興センター） 

〇産業人材育成事業 

 （ものづくり中核人材育成講座・ 

  職業能力開発講座） 

〇企業研修助成金 
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高校生就職対策 〇新社会人スタートセミナー 

（新卒予定、高校３年生） 

業務改善活動の普及拡大と内容の充実、改

善事例発表会 

〇鶴岡市卓越技能者表彰 

〇私のかいぜん発表会 

IT人材の育成とマッチング 

DX推進による生産性向上と人材不足への

対応 

企業の課題感に応じた多様な IT人材の確

保 

〇デジタル人材育成事業（県）、 

DX（会議所）の活用促進 

〇セミナー等による DX導入事例・業務改善

事例の共有 

〇IT人材の育成及び外部 IT人材・副業人

材の活用促進 

 

【施策の成果指標（KPI）】 

成果指標（項目） 初期値 現状値 目標値 

新規高等学校卒業

者就職者のうち市内

就職者の割合 

45.8％ 

（2025年 3月卒） 

4１.３％ 

（202６年 3月卒） 

４９.３％（※） 

（2030年 3月卒） 

66.7％ 

（2031年 3月卒） 
企業経営課題調査
において、経営課題
に「従業員の確保」
を挙げた企業の割
合 

49.4％ 

（2025年度） 

５4.１％ 

（202６年度） 

37.7％ 

（2030年度） 

庄内地域産業振興

センターで実施した

産業人材育成事業

の受講者数 

294人 

（2024年度） 

３７１人 

（202５年度） 

４１１人（※） 

（20２９年度） 

350人 

（2030年度） 

企業経営課題調査

において、「デジタル

化を推進できる人材

がいない」と回答し

た企業の割合 

33.1％ 

（2025年度） 

3２.３％ 

（202６年度） 

28.３％ 

（2030年） 

※本 KPIについては総合計画後期基本計画・庄内南部定住自立圏共生ビジョンと異なるが、

現状値を踏まえて異なる指標を設定 
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【重点分野】  イ．誰もが働きやすい環境づくり 

【課題への対応】 

 本市では、高齢化が進み就業人口が減少する中で、潜在的な労働力の活用と多様な人材が

働きやすい職場環境の整備がより一層必要となっています。経営課題調査では、「業務量見直

し・機械導入による省力化」を検討中だが実施に至っていない企業が多く、実現に向けた支援

が求められています。 

また、振興会議での意見では、「賃金だけでなくワーク・ライフ・バランス重視の働き方志向

が高まっている」、「外国人材受入・生活環境整備など共生社会への対応の必要性」、「オンラ

イン含む多様で柔軟な働き方・求人条件が必要」といった指摘が多く、多様な働き方の推進と

職場環境の整備が急務となっています。 

これらの課題に対応するため、本重点分野では、誰もがやりがいと充実感を感じることがで

きる職場環境の実現に向け、「ワーク・ライフ・バランス」の啓発・普及を図るとともに、多様な人

材が活躍でき、多様な働き方を促進する職場環境・生活環境の整備を促進します。 

【施策の方向】 

① 誰もがやりがいと充実感を感じることができる職場環境の実現に向け、「ワーク・ライ

フ・バランス」の啓発・普及を図る 

② 多様な人材が活躍でき、多様な働き方を促進する職場環境・生活環境の整備を促進

する 

 

【主な施策・取組】  

主な施策・取組 主な事業 

企業の働きやすさや魅力向上を図る 

ため、やまがたスマイル企業などの 

国・県認定制度の取得促進 

〇ホワイト企業認定促進セミナー 

〇認定企業の PR 

〇環境整備のための支援検討 

（多様な働き方に関する支援） 
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多様な労働力の確保に向けた、外国人技

能実習生等に対する研修や住宅確保など

による生活支援体制の充実 

相談機能の強化・地域との交流・相互理解

促進による受入環境の整備 

〇監理団体・支援機関等との意見交換会

等による実態把握と施策検討 

〇外国人技能実習生支援事業補助金 

〇外国人労働者住宅整備支援補助金 

〇外国人総合相談ワンストップ 

障害者や高齢者、育児・介護などの個々

の事情に応じた就労支援 

スポットワークの推進や遠隔勤務等によ

り、多様で柔軟な働き方の推進 

フリーランスと企業のネットワーク化 

〇企業・福祉施設・支援機関との情報共

有・連携体制の構築 

〇就労支援サポーター 

〇ワークサポートルーム 

（内職相談・あっせん） 

○フリーランスと企業間の交流機会の創

出・ネットワーク化手法の検討 

 

【施策の成果指標（KPI）】 

成果指標（項目） 初期値 現状値 目標値 

やまがたスマイル 

企業認定数 

市内６９社 

（202５年３月） 

市内 7８社 

（2026年３月） 

市内１18社※ 

（203０年３月） 

市内 228社 

（2031年３月） 
・15～39歳女性に
おける雇用保険被保
険者割合 

・60歳以上女性に
おける雇用保険被保
険者割合 

- 

 

- 

 

45.5％ 

（2024年度） 

12.7％ 

（2024年度） 

47.6％ 

（2030年度） 

17.8％ 

（2030年度） 

外国人材受入企業・
人材数 

（専門的・技術的分
野及び技能実習（育
成就労）） 

110社・326名 

（2020年 10月） 

135社・495名 

（2024年 10月） 

231社・656名

（2030年 10月） 

障害者の実雇用率 2.13％ 

（2021年 6月） 

2.37％ 

（2025年 6月） 

2.70％ 

（2030年 6月） 

※本 KPIについては男女共同参画推進計画と異なるが、現状値を踏まえて異なる指標を設

定 
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【重点分野】  ウ．経営環境・基盤の安定化 

【課題への対応】 

 本市の中小企業は、物価・エネルギーコストの増加による経営圧迫に直面しており、特に介

護・製造業など価格転嫁が難しい業種では経営環境が厳しい状況にあります。また、ゼロゼロ

融資の返済本格化に伴う資金繰りの課題、経営者の高齢化と後継者不足による廃業リスクな

ど、複合的な経営課題を抱えています。 

振興会議での意見では、「廃業支援、M&A、事業承継の重要性」や「小規模事業者への支

援が届きにくい」といった指摘があり、経営基盤の強化と事業承継対策が重要な課題となって

います。  

これらの課題に対応するため、本重点分野では、中小企業や小規模事業者の経営安定、物

価・エネルギーコストの増加や賃上・価格転嫁への対応を支援するとともに、後継者不足や事

業承継に対する取組を支援します。 

【施策の方向】 

① 中小企業や小規模事業者の経営安定、物価・エネルギーコストの増加や賃上・価格転

嫁への対応、自然災害への対応力強化を支援する 

② 後継者不足や事業承継に対する取組を支援する 

 

【主な施策・取組】  

主な施策・取組 主な事業 

商工会議所及び商工会による経営改善普

及事業の支援 

中堅企業や小規模事業者など事業規模や

各課題に応じた施策の検討 

〇経営指導活動等への支援 

（経営の安定化・価格転嫁の支援） 

〇事業継続力強化支援計画の策定支援 

〇経営課題調査による経営課題の把握 

〇がんばる中小企業応援セミナーなどによ

る施策の活用促進 
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政策金融公庫、商工会議所や商工会など

と連携した後継者対策や円滑な事業承継

支援 

廃業した企業人材の地域内での活躍支援 

〇廃業支援・事業承継セミナー・M&A

促進 

○廃業した企業人材のマッチング支援 

金融・経営支援機関などと連携した、生

産性向上や IT 活用、新製品開発や新分

野展開の支援 

〇がんばる中小企業応援事業補助金 

○先端設備等導入計画の認定による税制

支援 

 

【施策の成果指標（KPI）】 

成果指標（項目） 初期値 現状値 目標値 

経営分析事業者数・

件数の合計数 

177件 

（2023年） 

111件 

（2024年） 

160件 

（2030年） 

企業経営課題調査

において、「業績が

好調・改善して賃上

または賃上予定」と

回答した企業の割合 

20.0％ 

（2025年） 

2４.６％ 

（202６年） 

2８．６％ 

（2030年） 

企業経営課題調査

において、「後継者

が決まっている」と回

答した企業の割合 

1９.7％ 

（2025年） 

２５.６％ 

（202６年） 

2９.６％ 

（2030年） 
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【重点分野】  エ．地域産業・経済の活性化 

【課題への対応】 

本市は、バイオ・食・農・観光など豊かで多様な地域資源を有していますが、これらの活用が

十分でなく、域内での産業分野横断的なプロジェクトや連携が不足しています。また、地域循

環型産業や脱炭素対応への取組が遅れており、新たな付加価値の創出が課題となっていま

す。 

振興会議での意見では、「観光と産業振興の連動（地域循環型経済）」、「林業・バイオマス

など地域資源を活かす新産業の必要性」、「地域コミュニティ・文化・福祉との連携も必要」と

いった指摘があり、分野横断的な連携と地域資源の活用が重要な施策となっています。 

これらの課題に対応するため、本重点分野では、鶴岡ならではの地域資源を生かした産業

の振興と分野横断的な取組の支援により、新たな付加価値の創出を目指します。 

  また、地域内外の連携促進により、製品開発や技術力向上、新たなビジネス展開などを後押

しし、市内企業活動の全体的な底上げを図ります。 

【施策の方向】 

① 鶴岡ならではの地域資源を生かした産業を振興し、分野横断的な取組を通じて、新た

な付加価値を創出する。 

② 地域内外の連携を促進し、製品開発や技術力向上、新たなビジネス展開を支援するこ

とにより、市内企業活動の全体的な底上げを図る。 

 

【主な施策・取組】  

主な施策・取組 主な事業 

観光・食・文化と連動した地域産業づく

り・商品開発やブランド化 

農商工観福連携の推進 

 

地域コミュニティ・文化・福祉・教育等

との連携による新ビジネスモデルの創出 

〇ガストロノミック・イノベーション 

〇農商工観福連携の推進 

〇新規創業等支援補助金 

〇鶴岡イノベーションプログラム 
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産学連携の促進や地域資源活用による地

域内企業の高度化・活性化支援 

〇鶴岡高専技術振興会を通じた産学 

 連携の促進 

〇中小企業振興会議を通じたネット 

 ワーク形成 

地域循環型産業の推進 

（林業・再生可能エネルギー・食産業） 

企業・生産者・飲食店・観光施設の連携

による地域循環型経済の構築 

〇がんばる中小企業応援事業補助 

 金・各種施策説明会の実施 

〇プレイヤー間の連携促進のための定期的

な情報共有・協議の場の設置 

 

【施策の成果指標（KPI）】 

成果指標（項目） 初期値 現状値 目標値（※） 

従業者一人当たり製

造品出荷額等（下段

は、電子部品・デバイ

ス・電子回路製造業

除く参考値） 

3,751万円 

1,811万円 

（202１年度） 

3,615万円 

1,942万円 

（2024年度） 

4,163万円 

2,010万円 

（2028年度） 

観光消費額 

ー 

27,790百万円 

（2022年度） 

39,682百万円 

（2028年度） 

商工団体及び庄内

地域産業振興センタ

ーの「特定創業支援

等事業」を受けた新

規創業者数 

累計１１２件 

（20２２～２０24年

度） 

累計１５９件 

（20２２～202５年

度） 

累計 250件 

（20２２～２０２８ 

年度） 

 

※本 KPIについては総合計画後期基本計画に記載している数値を記載。 

目標年度終了後に改めて目標値を再設定 
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４．計画の推進について 

 

（１）計画の推進体制 

市は、本計画に基づく施策等を推進するため、中小企業の自主的な努力及び創意工夫を尊

重し、中小企業支援機関、金融機関などの関係機関と中小企業が相互に連携した取組を進

めます。 

本計画に基づいた施策・取組の成果については、定期的な検証を行うため、毎年度中小企

業振興会議を開催し、ローリングでの評価・検証を行い、翌年度以降の施策・取組に反映を図

ってまいります。 

中小企業振興会議の役割として、評価・検証に加えて、  必要に応じてワークショップ等を開

催し、  企業や関係団体との意見・情報交換を通じた新たな施策・取組や連携の在り方などに

ついて検討を行います。 

 

（２）関係団体の役割 

①市の役割 

・中小企業の振興に関する施策を策定・実施します。 

・国、山形県、中小企業者で組織する団体、経済団体、市民等と連携を図りながら、施策を実施

します。 

・中小企業者の意見を聴き、中小企業の実態を把握し、その結果を適切に施策に反映するよう

努めます。 

・中小企業者と締結しようとする契約について、公正性、透明性及び競争性を確保するととも

に、品質及び適正な履行が確保できるよう必要な措置を講ずるよう努めます。 
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②中小企業者の役割 

・ 経済状況の変化に対応した自主的な経営基盤の強化、経営の革新等に努めます。 

・ 事業活動を通じて地域経済の健全な発展、市民生活の向上に資するよう努めます。 

・ 相互に連携を図りながら協力することにより、自ら中小企業の振興を図るよう努めます。 

③支援機関の役割 

・商工会議所や商工会をはじめとした中小企業支援機関は、事業者の実態を的確に把握し、

事業活動に必要な情報を提供するとともに、経営改善や創業支援などを行います。 

・中小企業振興のための支援策の立案・実施や市の施策への協力を行い、事業活動を通じ

て、地域社会への貢献を行います。 

④金融機関の役割 

・金融機関は、円滑な資金供給や、経営革新・改善へ協力するとともに、積極的な創業支援に

努めます。 

⑤大企業の役割 

・大企業は、自社企業の発展によって地域雇用の維持・拡大を図るとともに、地元企業からの

調達・取引等に努めることにより市内経済への発展に貢献します。 

・また、中小企業振興に関する施策に協力し、中小企業との連携及び協力に努めます。 

⑥学校・教育機関の役割 

・地域の小・中学校、高等学校等は、社会見学や職場体験等の実践により、キャリア教育を推

進し、次世代を担う人材育成に努めます。 

・大学等は、専門的な技術や能力を備えた人材育成を行うとともに、中小企業との連携により

産業技術の開発と技術力の向上に努めます。 
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⑦市民の理解と協力 

・市民は、本市の経済の発展や生活の向上に中小企業が果たしている役割を理解し、中小企

業者の生産する製品及び提供するサービス等を利用することにより、中小企業の振興に協力

するよう努めます。 

 

（３）PDCAサイクルによる計画の進捗管理と効果検証 

ＰＤＣＡサイクルとは、Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実施）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔｉｏｎ（改善）のそれぞ

れの頭文字をとったもので、適切な計画の進行管理を行う手法の一つです。 

本計画の推進にあたっては、社会や時代の変化に対応しながら、効率的で、かつ効果的な

中小企業振興を図るため、ＰＤＣＡサイクルに基づいた進行管理を行います。 

また、計画に定める主な施策の達成度を測るため、「成果指標（ＫＰＩ）※」を設けます。 

この指標は、目標年度とする令和１２年度（既存計画に基づくものは、各計画で設定した年

度）時点で実現したい状況や変化する社会状況（アウトカム）を示します。この成果指標によっ

て主な施策は、計画の進展状況を測りながら、成果や内容を評価し、改善が図れるようにしま

す。 

 

※ＫＰＩ(Key Performance Indicators:重要業績評価指標) 

課題の解決に向けた取組の達成度を定量的に測るための指標。 

達成度を数値化することで、施策の有効性や問題等の評価が容易になり施策や事業の見

直しを図るための指標として用いられるものです。 

課題を解決するために施策が実施され、その成果に至るまでの流れを、“実際に行った事業

の量”であるアウトプットと、“その事業を行ったことで生じた状態”であるアウトカムに整理した

上、アウトカムを主な施策の達成に向けた成果指標として設定します（アウトカムは行政が操作

できないものであるため、そのために何を行えばよいかを施策の方向、主な事業として見直し

ます）。 
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第 2章  鶴岡市の中小企業を取り巻く現状 

１． 本市の経済・産業構造 

（１） 市内企業・産業の構成 

①従業者規模別事業所数・従業者数 

本市の従業者３００人未満の事業所は事業所数では全体の９９．２％、従業者数では９１．

４％を占めており、市内に立地する事業所のほとんどが中小企業となっています。本市・山形県

ともに、全国と比較して従業員９人以下の小規模事業所の比率が高くなっています。 

（鶴岡市７８．４％、山形県７８．４％、全国７４．９％） 

 

従業者規模別事業所数・従業者数の構成比（鶴岡市） 
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従業者規模別事業所数・従業者数 

 

総務省「令和３年 経済センサス 活動調査」より市作成 

  

実数 構成比 構成比 実数 構成比 構成比

総数（公務除く） 6,174 100.0% 100.0% 56,875 100.0% 100.0%

1～4人 3,709 60.1% 7,405 13.0%

5～9人 1,127 18.3% 7,469 13.1%

10~19人 672 10.9% 9,172 16.1%

20～29人 261 4.2% 6,236 11.0%

30～49人 213 3.4% 7,969 14.0%

50～99人 95 1.5% 6,391 11.2%

100～299人 50 0.8% 7,355 12.9%

300人以上 10 0.2% 0.2% 4,878 8.6% 8.6%

派遣のみ 37 0.6% 0.6% ー

実数 構成比 構成比 実数 構成比 構成比

総数（公務除く） 53,166 100.0% 100.0% 492,753 100.0% 100.0%

1～4人 31,996 60.2% 64,796 13.1%

5～9人 9,670 18.2% 63,840 13.0%

10~19人 5,934 11.2% 80,127 16.3%

20～29人 2,190 4.1% 52,140 10.6%

30～49人 1,635 3.1% 61,368 12.5%

50～99人 990 1.9% 67,376 13.7%

100～299人 400 0.8% 66,971 13.6%

300人以上 74 0.1% 0.1% 36,135 7.3% 7.3%

派遣のみ 277 0.5% 0.5%

実数 構成比 構成比 実数 構成比 構成比

総数（公務除く） 5,250,079 99.8% 99.8% 60,403,052 100.0% 100.0%

1～4人 2,921,448 55.6% 6,137,583 10.2%

5～9人 1,015,208 19.3% 6,690,177 11.1%

10~19人 663,152 12.6% 8,972,374 14.9%

20～29人 248,963 4.7% 5,928,230 9.8%

30～49人 183,830 3.5% 6,925,288 11.5%

50～99人 114,013 2.2% 7,778,964 12.9%

100～299人 54,954 1.0% 8,886,141 14.7%

300人以上 13,199 0.3% 0.3% 9,084,295 15.0% 15.0%

派遣のみ 35,312 0.7% 0.7%

98.9%

92.7%

85.0%

全国
事業所数 従業者数

99.2% 91.4%

99.3%

鶴岡市
事業所数 従業者数

山形県
事業所数 従業者数
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②市内産業の構成  

本市は全国平均と比較して第一次産業従事者が多く、農林水産業が盛んとなっています。

市内の産業構造を事業所数、従業者数の構成比からみると、事業所数では卸売業・小売業、

宿泊業・飲食サービス業、生活サービス・娯楽業、建設業の順に高くなっています。また、従業者

数の構成比では、製造業、卸売業・小売業、医療福祉、建設業の順に高くなっています。 

 平成２８年の調査結果と比較すると、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業、建設業、製造

業が大きく減少し、農林漁業、医療福祉が増加しています。 

 

産業分類別就業者数の割合（R3） 
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産業分類別事業所数・就業者数の推移（H28→R3） 

 

 

（総務省「平成２８年、令和３年 経済センサス 活動調査」より市作成） 

 

  

 

  

事業所数 割合 従業員数 割合 事業所数 割合 従業員数 割合 事業所数 従業員数

農林漁業 114 1.9% 1,161 2.2% 63 1.0% 707 1.3% 51 454

鉱業， 採石業， 砂利採取業 2 0.0% 46 0.1% 5 0.1% 52 0.1% -3 -6

建設業 628 10.3% 4,793 8.9% 709 10.8% 5,027 9.1% -81 -234

製造業 446 7.3% 12,144 22.6% 520 7.9% 12,615 23.0% -74 -471

電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業 9 0.1% 196 0.4% 6 0.1% 171 0.3% 3 25

情報通信業 39 0.6% 211 0.4% 46 0.7% 257 0.5% -7 -46

運輸業， 郵便業 87 1.4% 1,444 2.7% 92 1.4% 1,453 2.6% -5 -9

卸売業， 小売業 1,553 25.5% 9,594 17.8% 1,773 27.1% 10,039 18.3% -220 -445

金融業， 保険業 105 1.7% 1,416 2.6% 122 1.9% 1,650 3.0% -17 -234

不動産業， 物品賃貸業 176 2.9% 628 1.2% 177 2.7% 541 1.0% -1 87

学術研究， 専門・ 技術サービス業 215 3.5% 1,287 2.4% 209 3.2% 1,155 2.1% 6 132

宿泊業， 飲食サービス業 745 12.3% 4,269 7.9% 845 12.9% 4,995 9.1% -100 -726

生活関連サービス業， 娯楽業 708 11.6% 2,291 4.3% 752 11.5% 2,571 4.7% -44 -280

教育， 学習支援業 166 2.7% 1,402 2.6% 160 2.4% 1,350 2.5% 6 52

医療， 福祉 521 8.6% 8,494 15.8% 482 7.4% 8,001 14.6% 39 493

複合サービス事業 76 1.3% 900 1.7% 75 1.1% 1,024 1.9% 1 -124

サービス業（ 他に分類されないもの） 489 8.0% 3,473 6.5% 509 7.8% 3,350 6.1% -20 123

全産業（ S_ 公務を除く ） 6079 100.0% 53,749 100.0% 6545 100.0% 54958 100.0% -466 -1,209

R3 H28 増減（ R3-H28)
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（２）主要産業の状況 

①製造業 

山形県・東北６県の傾向と同様に電子部品・デバイス・電子回路製造業が従業者数・製造

品出荷額ともに高い比率を占めており、基幹産業となっています。豊かな農林水産資源を生か

した食料品製造業や、本市近代産業の礎となった繊維工業についても、事業所数・従業者数

ともに高い比率を占めています。 
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 事業所 従業者 製造品出荷額 

事業所数 構成比 人 構成比 鶴岡市（万円） 

製造業計 291 100% 12,154 100% 45,585,803 

電子部品・デバイス・電子回路製造業 20 6.9% 3,364 27.7% 29,663,369 

食料品製造業 50 17.2% 1,398 11.5% 3,378,598 

電気機械器具製造業 21 7.2% 1,291 10.6% 3,070,228 

輸送用機械器具製造業 8 2.7% 1,293 10.6% 2,117,383 

生産用機械器具製造業 34 11.7% 1,151 9.5% 2,774,616 

繊維工業 32 11.0% 1,085 8.9% 500,131 

情報通信機械器具製造業 4 1.4% 300 2.5% 450,609 

金属製品製造業 22 7.6% 289 2.4% 443,322 

プラスチック製品製造業（別掲を除く） 10 3.4% 289 2.4% 351,818 

窯業・土石製品製造業 18 6.2% 275 2.3% 520,292 

鉄鋼業 4 1.4% 170 1.4% 556,055 

飲料・たばこ・飼料製造業 13 4.5% 155 1.3% 222,605 

木材・木製品製造業（家具を除く） 11 3.8% 144 1.2% 180,830 

化学工業 2 0.7% 145 1.2% X 

はん用機械器具製造業 6 2.1% 120 1.0% 200,237 

印刷・同関連業 7 2.4% 104 0.9% 112,975 

非鉄金属製造業 3 1.0% 93 0.8% 86,633 

家具・装備品製造業 5 1.7% 62 0.5% 81,494 

パルプ・紙・紙加工品製造業 3 1.0% 43 0.4% 51,704 

業務用機械器具製造業 3 1.0% 44 0.4% 33,983 

ゴム製品製造業 1 0.3% 23 0.2% X 

石油製品・石炭製品製造業 3 1.0% 9 0.1% 16,813 

なめし革・同製品・毛皮製造業 - - - - - 

その他の製造業 11 3.8% ３０７ ２．５％ 422,515 
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②小売・卸売業 

小売・卸売業の年間商品販売額は、令和３年 1,975億円となっており、小売・卸売業ともに

減少しています。 

  市内小売業では、事業所数でみるとその他の小売業、飲食料品小売業、機械器具小売業の

順に高く、従業者数でみると、飲食料品小売業、その他の小売業、機械器具小売業の順に高く

なっています。年間商品販売額では、その他の小売業や飲食料品小売業が多く、その中でも、

各種食料品、燃料、医薬品・化粧品の販売額が多くを占めています。 

市内卸売業では、事業所数でみると機械器具卸売業、建築材料等卸売業、飲食料品卸売

業の順に高く、従業者数も同様の順に高くなっています。年間商品販売額では、建築材料、鉱

物・金属材料卸売業が多くを占めています。 
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小売・卸売業  
事業所数 

【事業所】 

従業者数 

【人】 

年間商品販売額 

【百万円】 

合計 1,420 8,383 197,459 

 

 

卸売業 
事業所数 

【事業所】 

従業者数 

【人】 

年間商品販売額 

【百万円】 

卸売業計 253 1,719 79,346 

建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 74 522 28,428 

機械器具卸売業（産業機械・自動車等） 75 547 22,779 

飲食料品卸売業 58 381 17,228 

その他の卸売業 39 242 10,411 

繊維・衣服等卸売業 5 17 x 

各種商品卸売業 2 10 x 

 

 

小売業 
事業所数 

【事業所】 

従業者数 

【人】 

年間商品販売額 

【百万円】 

小売業計 1,167 6,664 118,113 

その他の小売業(医薬・化粧品、燃料等) 427 2,313 50,431 

飲食料品小売業（各種食料品） 381 2,762 37,967 

機械器具小売業（自動車・自転車等） 197 988 19,992 

織物・衣服・身の回り品小売業 110 359 4,593 

無店舗小売業 47 225 4,867 

各種商品小売業（百貨店等） 5 17 262 
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③サービス業 

サービス業では、事業所数でみると飲食店、洗濯・理容・美容・浴場業、学術研究、専門・技

術サービス業の順に高く、従業者数でみると、飲食店、宿泊業、洗濯・理容・美容・浴場業の順

に高くなっています。出羽三山や温泉地などの豊かな観光資源が宿泊業や飲食サービス業な

どの雇用の場を創出していると考えられます。 
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産業分類 
事業所 従業者数 

事業所数 構成比 人 構成比 

サービス関連産業計 2,186 100.0% 11,526 100.0% 

宿泊業，飲食サービス業 745 34.1% 4,269 37.0% 

  宿泊業 115 5.3% 1,523 13.2% 

  飲食店 582 26.6% 2,390 20.7% 

  持ち帰り・配達飲食サービス業 48 2.2% 356 3.1% 

生活関連サービス業，娯楽業 708 32.4% 2,291 19.9% 

  洗濯・理容・美容・浴場業 581 26.6% 1,346 11.7% 

  その他の生活関連サービス業 71 3.2% 454 3.9% 

  娯楽業 56 2.6% 491 4.3% 

学術研究，専門・技術サービス業 215 9.8% 1,287 11.2% 

不動産業、物品賃貸業 176 8.1% 628 5.4% 

教育，学習支援業 148 6.8% 600 5.2% 

サービス業（他に分類されないもの） 194 8.9% 2,451 21.3% 
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２．本市の経済・産業に関わる動向 

（１）人口の推移と就業人口の見通し 

 
H27 R2 R5 R10推計 

人口 129,652 122,347 

▲５.６％   

119,029 

▲8.2％   

113,946 

就業人口 64,816  62,393 

▲３．７％ 

60,636  

▲２.８％  

５７，１７７ 

 

本市の総人口は、合併以降の 10 年間で 12,732 人減少し、減少基調にあります。この人

口動態が今後とも継続するものとし、コーホート要因法※を用いて推計すると、令和 10

（2028）年における総人口は約 11 万 1 千人程度となります。  

この推計人口に加えて、産業振興施策などによる新規雇用者とその家族、移住 定住者に向

けた施策、さらに若者・子育て世代に向けた施策などに伴う出生率の 上昇などを見込み、令

和 10 年の総人口を 113,946 人と見込みます。 

また、就業人口の推移については、令和２年時点で 62,393人のところ、令和１０年に５７，１

７７人と見込んでおり、就業人口が大きく減少することが見込まれます。 
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（２）雇用・人材関連の動向 

①雇用動向と若者定着率 

有効求人倍率は令和７年度平均値で鶴岡地区 1.４８倍と国 1.20、県 1.２８と比較して高

い状況となっています。高卒就職者の地元定着状況（令和８年３月卒）は鶴岡地域５７.８%と、

庄内地域 68.6%、県内平均 78.5%と比較して低く、人手不足と若者の流出が大きな課題の

一つとなっています。 

有効求人倍率の推移 

 

高校卒業後の進路と地元定着状況の推移 

 

1.16 1.31 1.29 1.25 1.2

1.35
1.57 1.38 1.34 1.28

1.68
1.82

1.63 1.58 1.48

R3 R4 R5 R6 R7

有効求人倍率の推移

国 県 市



資料３ 振興会議及び振興計画（案） 

41 

 

②社会動態の推移と年代別社会動態 

 社会動態（市全体）の推移は、転出超過が継続している状況となっており、  R6はさらに転出

が拡大しています。 

 年代別の社会動態は、高卒後の進学や大卒後の就職等に伴い、10～20代（特に 18～23

歳） で大幅に転出が超過しています。 

令和６年度における年代別転入・転出差引状況からは、１0～20代（特に 18～23歳） で

大幅に転出超過している一方、３０代女性及び 40代男性においては緩やかに転入超過して

いることが見て取れ、移住・定住施策による UIJターン効果等と考えられます。 

１）社会動態（市全体）の推移                                                        

区分 事由 R4（人） R5（人） R6（人） 

社会動態 

転 入 2,719 2,589 2,488 

転 出 3,015 2,882 3,022 

差引増減 ▲ 296 ▲ 293 ▲ 534 

 

２）年代別社会動態（R6）                                   

年齢 男性（人） 女性（人） 計（人） 

18歳 ▲ 77 ▲ 71 ▲ 148 

19歳 ▲ 76 ▲ 67 ▲ 143 

20歳 ▲ 34 ▲ 2 ▲ 36 

21歳 ▲ 28 ▲ 11 ▲ 39 

22歳 ▲ 38 ▲ 44 ▲ 82 

23歳 ▲ 36 ▲ 47 ▲ 83 
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３）令和６年度における年代別転入・転出差引状況                               

 

  

▲ 10

▲ 98

▲ 176

▲ 4

11

▲ 4

14
2

▲ 8▲ 5

▲ 113
▲ 103

16

▲ 24

5

▲ 10 ▲ 8

▲ 19

▲ 200

▲ 150

▲ 100

▲ 50

0

50
0-9歳 10-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70-79歳 80歳以上

男性 女性

令和６年度における年代別転入・転出差引状況（単位：人）
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③雇用保険被保険者の推移 

雇用保険被保険者については、男女ともに被保険者数全体では 減少傾向にあり、若年層

は減少基調の一方、60代以上では増加基調にあります。また、各年代人口に占める被保険者

数の割合については、15～59歳までは男女間でほぼ均衡していますが、60歳以上では女性

の被保険者割合が極端に低くなります。 

１）雇用保険被保険者の推移                                      

単位：人 

２）被保険者割合の推移                                                   

男性 R4 R5 R6 
R4-6 

増減 

15～29歳 36.6% 35.1% 34.5% -2.1% 

30～39歳 64.3% 62.6% 62.8% -1.5% 

40～49歳 61.8% 60.1% 58.8% -3.0% 

50～59歳 58.0% 56.9% 56.3% -1.7% 

60歳以上 17.5% 17.8% 18.1% 0.6% 

 

女性 R4 R5 R6 
R4-6 

増減 

15～29歳 33.3% 32.7% 32.2% -1.1% 

30～39歳 63.8% 62.8% 62.1% -1.7% 

40～49歳 63.5% 63.1% 62.4% -1.1% 

50～59歳 57.9% 58.8% 58.4% 0.4% 

60歳以上 11.8% 12.1% 12.7% 0.9% 

 



資料３ 振興会議及び振興計画（案） 

44 

 

（３）経済・産業関連の動向 

①消費動向（小売） 

店舗・従事者・年間販売額がすべて減少しており、特に、中心市街地（小売業が集積）の店舗

は大きく減少しています 

 H２８：311店舗  ⇒  R3：245店舗（▲２１％） 

 H28：115億円  ⇒  R3：116億円 

 

また、地域の小売による商圏内への吸引力を表す小売吸引力については、  

H28：93.7％⇒R3：93.9％となっており、 他商圏エリアへの流出が継続しています。 

 
H27 R３ 変動 

店舗 1,2６３店 1,１６７店 ▲７.６％   

従事者 6,8４6人  

5.4人／店 

6,６６４人 

5.7人／店 

▲２．７％ 

年間販売額 １,２５４億円 

０.99億／店  

１,１８１億円 

1.01億／店  

▲５．８％ 
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②製造品出荷額と粗付加価値額 

製造品出荷額 ： H30：3,519億円 ⇒R６：4,073億円（県内 3位） 

粗付加価値額 ： H30：1,943億円 ⇒R6：2,327億円（県内 1位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：工業統計（Ｈ28、Ｈ29、Ｈ30、Ｒ１）、経済センサス（Ｒ2）、経済構造実態調査（Ｒ3以降）※各年調査事項年の値（調査実施の前年） 

出典：工業統計（Ｈ28、Ｈ29、Ｈ30、Ｒ１）、経済センサス（Ｒ2）、経済構造実態調査（Ｒ３以降）※各年調査事項年の値（調査実施の前年） 
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③市内総生産と市民所得 

 市内総生産は、世界金融危機以降、平成２７（２０１５）年度までは低調だったものの、平成２８

年度・２９年度には製造品出荷額の大幅増により、大きく増加しています。平成３０年度に一旦

大きく減少していますが、堅調に推移しています。 

 また、一人当たりの市民所得は、毎年度の増減はあるものの、緩やかな増加傾向にあります。

しかしながら、全国平均と比較すると、所得の差は 131千円と、依然として下回っている状況

です。 

 

山形県「県民経済計算」、「市町村民経済計算」、内閣府「国民経済計算年報」より市作成 

 

 

 



鶴岡市中小企業振興計画

人と企業が共に育ち、共に価値を生み出し、
地域全体の持続的な成長を目指す

地域の豊かな魅力を結集した、活力あふれる鶴岡

計画期間：令和８年度～令和12年度

資料４



鶴岡の中小企業
の「今」

９９．２％
・・・従業員が300名
より少ない企業の割合

４１．３％
・・・新規高卒者のうち
の市内就職率

５４．１％
・・・従業員確保が課題
と回答した企業の割合

⚫ 働き手が不足
⚫ 地域全体での
人材確保の仕
組みが必要

⚫ 地元企業や仕
事を知る機会
が少ない

⚫ 地元就職への
関心が低い

⚫ 柔軟な働き方・
選択肢が必要

⚫ ライフスタイル・
働き手に対応し
た環境が重要

⚫ 物価・原材料の高騰や
後継者不足が課題

⚫ 地域ぐるみの支援体制
が必要

⚫ 観光・食・文化をもっと
活かしたい

⚫ 地域資源を活用した振
興策・発信強化が必要

企業の声 若者の声 働く人の声

事業者の声 地域の声



課題に対応した４つの重点分野

人材確保・育成
地元で働く人を増やす
👥

⚫ 若者地元定着
⚫ IT人材育成
⚫ 産学官連携

誰もが働きやすい環境づくり
いろいろな人が働けるまちへ
⚖️

⚫ ワーク・ライフ・バランス
⚫ 多様な働き方の推進
⚫ 外国人材支援

経営環境・基盤の安定化
事業を続け、成長を支える
🏭

⚫ 価格転嫁
⚫ 経営改善
⚫ 事業承継・M&A

地域産業・経済の活性化
鶴岡らしい産業を育てる
🌱

⚫ 観光・食・文化
⚫ 農商工観福連携
⚫ 創業支援



成果指標（KPIの例）

計画の推進体制

お問合せ先 鶴岡市商工観光部商工課 0235-３5-1299    計画 支援策

市内就職率
4１.３％→49.3％
👥

「従業員確保」が課題
54.1%→37.7％

スマイル企業認定数
78社→1９8社
⚖️

外国人材受入人数
495人→６５６人

業績改善により賃上
（予定含む）企業数
2４.６％→２８.６％
🏭

後継者が決まってい
る企業数
２５.６％→2９.６％

観光消費額
277.9億円
→396.8億円
🌱

新規創業者数
累計159→250件

市

市民

教育機関

大企業 金融機関

支援機関

中小企業

施策実行振興会議
で評価検証

計画策定施策予算
に反映

Action Plan

DoCheck

QR QR

中小企業振興会議を
中心に、意見を反映
しながら進めます



重点分野 施策の方向性 主な施策・取組 主な事業 KPI（現状値→目標値）

進学で離れた学生への奨学金返済支援 つるおかエール奨学金返済支援

地元企業・就職の情報発信 つるおか仕事ナビ、Uターンサイト

企業採用活動の支援 オンライン採用補助金、UIターン就職活動交通費補助

インターンシップ・交流イベント 若手社員交流会、長期インターンシップ

キャリア教育・保護者の理解促進 WAKUWAKUワーク、オープンファクトリー

産業人材の育成（庄内産業振興C） 産業人材育成事業、企業研修助成金

高校生就職対策 新社会人スタートセミナー

業務改善活動の普及 私のかいぜん発表会

DX推進による生産性向上 【拡充】デジタル人材育成事業化

企業の働きやすさや魅力向上 	やまがたスマイル企業認定のPR

ワークライフバランスの推進 ホワイト企業認定促進セミナー

多様で柔軟な働き方の推進 【新規】環境整備のための支援検討

フリーランスと企業のネットワーク化 	【新規】交流機会の促進・ネットワーク手法の検討

外国人材の受入・定着支援 技能実習生支援事業補助金、住宅整備支援補助金

相談機能の強化と理解促進 外国人総合相談ワンストップ

高齢者・障害者の活躍支援 企業・福祉・支援機関との連携強化

個々の事情に応じた就労支援 ワークサポートルーム

経営改善普及事業・伴走型支援 経営指導・事業計画策定支援

事業継続力強化支援 【新規】BCP策定支援

金融機関や支援機関と連携した経営支援 がんばる補助金、先端設備導入計画による税制支援
「業績が好調・改善して賃上げ予定」　24.6%→28.6%

【2030年度　企業経営課題調査】

事業承継・M&A促進 事業承継セミナー・M&A促進

廃業した企業人材の活躍支援 【新規】廃業した企業人材のマッチング支援

観光・食・文化と連動した地域産業づくり 【拡充】食産業の振興（ブランド化・商品開発）

農商工観福連携の推進 農商工観福連携の推進

創業支援・新ビジネスモデルの創出 特定創業支援等事業、イノベーションプログラム
特定創業支援等事業の新規創業者数　累計159件→250件

【2028年度】

地域内企業の高度化・活性化支援 高専技術振興会・中小企業振興会議を通じた連携

分野を越えた連携促進 【新規】定期的な情報共有・協議の場の設置

　※詳細は計画本文P17～25参照　※KPIの目標測定時点は2030年夏を予定（総合計画のKPIを除く）　※【新規】は令和8年度以降の新規事業、【拡充】は既存事業の拡充を示す

鶴岡市中小企業振興計画　施策体系一覧（令和8～12年度）

【基本理念】人と企業が共に育ち、共に価値を生み出し、地域全体の持続的な成長を目指す

【将来像】地域の豊かな魅力を結集した、活力あふれる鶴岡

経営環境

・基盤の

安定化

新規高卒者の市内就職率41.3%→49.3%

【2030年3月卒】

「デジタル人材がいない」　33.1%→28.1%

【2030年度　企業経営課題調査】

やまがたスマイル企業認定数74社→228社

【2030年3月時点】

「従業員の確保」が課題　54.1％→37.7％

【2030年度　企業経営課題調査】

産業人材育成事業受講者数371人→411人

【2029年度実績】

障害者実雇用率 2.37%→2.70%

【2030年6月】

外国人材受入企業数　135社→231社

【2030年10月時点】

60歳以上女性の雇用保険被保険者割合　12.7%→17.8%

【2030年度】

「後継者が決まっている」　25.6%→29.6%

【2030年度　企業経営課題調査】

②後継者不足・事業承継

に対する取組支援

事業計画策定支援件数61件→75件

【2029年度実績】

観光消費額　27,790百万円→39,682百万円

【2028年度】

従業者一人当たり製造品出荷額等　3,615万円→4,163万円

【2028年度】

地域産業

・経済の

活性化

①若者地元定着

・回帰促進

②人材の育成

①働きやすい環境の整備

②多様な労働力の活躍支援

人材確保

・

育成

誰もが

働きやすい

環境づくり

①地域資源活用・分野横断的

な取組支援

①経営基盤の強化

・災害対応力の強化

②地域内企業の高度化・新た

なビジネス展開の支援

資料５
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今後のスケジュールについて 

 

年月 事項 

R8.８月 24日 

第５回 中小企業振興会議開催 

⚫ 鶴岡市中小企業振興計画案の提示・協議 

⚫ 次年度施策に向けた提言 

 
第 5回会議での意見を踏まえた修正作業 

令和 9年度予算要求への反映 

R8.９～10月 

計画案のパブリックコメント（３０日間） 

⚫ 市HP に入力フォーム開設 

⚫ SNS（X、Instagram、LINE）での周知 

 パブリックコメントの反映作業 

R8.11～12月 鶴岡市中小企業振興計画の策定 

R9.２月 

第６回 中小企業振興会議開催 

任意のテーマ 

（候補：フリーランスと企業間のネットワーク化の事例研究） 

       R8年度の施策の振り返り 

R.9.8～９月 
第７回 中小企業振興会議開催 

R8年度施策の評価検証、R10年度施策に向けた提言 

        令和１０年度予算要求への反映 

R10.2 月 
第８回 中小企業振興会議開催 

任意のテーマ 

 

以降、年１～２回開催でローリング 

 


